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立地適正化計画の策定について

上越市都市計画審議会

資料１



説明事項

１ 策定の背景

２ 対象区域

３ 目標年次

４ 位置付け

５ 定める事項

６ 居住誘導について

１）居住誘導区域

２）誘導重点区域（市独自の取組）

７ 都市機能誘導について

１）都市機能誘導区域

２）都市機能誘導施設

８ 誘導施策について

９ 誘導区域外における届出制度について

10  その他
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赤字：今回、初めて説明する事項



立地適正化計画の制度概要
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出典：「 改正都市再生特別措置法等について」
（ 国土交通省都市局都市計画課）

制度の概要



立地適正化計画の策定背景、対象区域等
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上越市総合計画 

総合計画に即して作成される計画 

上越市都市計画 
マスタープラン 

土地利用や道路・公園をはじめと

する都市施設など・都市づくりの

基本方針 

【これまでの都市計画ではあ

まり意識されなかった分野】 

・医療分野の計画 

・福祉分野の計画 

・子育て、教育分野の計画 

・交流、ｺﾐｭﾆﾃｨ分野の計画 

上越市立地適正化計画 
居住や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能と、

都市全域を見渡したマスタープランとして機能する、市町村マス

タープランの高度化版 

【記載事項】 

・立地適正化計画の区域 

・住宅及び都市機能増進施設（誘導施設）の立地の適正化に関す

る基本的な方針 

・居住誘導区域及び居住誘導施策 

・都市機能誘導区域、誘導施設及び都市機能誘導施策 

・誘導施設の立地を図るために必要な事業に関する事項 

 

 

整合を図る 整合を図る 

整
合
を
図
る 

【従来より都市計画と強

い関連性のある分野】 

・交通分野の計画 

・農業分野の計画 

・防災分野の計画 

・産業分野の計画 

・環境分野の計画 

即する 

 

位置付け

計画の目標年次策定の背景

上越都市計画区域
（線引き）

策定対象区域

・我が国では、人口減少と高齢化の進行に伴い、「高齢者や子育て世代に
とって、安心できる健康で快適な生活環境の実現」、「財政面及び経済面
において持続可能な都市経営」が課題となり、都市全体の構造を見直す
中で、「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」の考えを進めるため、平成
26年8月に都市再生特別措置法の一部が改正され、「立地適正化計画」
を市町村が策定できることとなった。

・これを踏まえ、平成27年8月に策定した上越市都市計画マスタープランの
将来都市構造を踏まえ、当市においても本計画を策定することとした。

・また、本計画を策定することによって、国が支援する都市再構築戦略事
業等を活用できるなど、今後、国の幅広い支援が期待される。

対象区域

平成４６年度（２０３４年）
※上越市都市計画マスタープランの目標年次と同一

・上越都市計画区域（線引き都市計画区域）
を対象区域とする。

・柿崎都市計画区域と妙高都市計画区域
（中郷）は、居住誘導できる人口集積がない
ことから、策定の対象としない。

上越市第6次総合計画



居住誘導区域の方向性

居住誘導区域の方向性

人口の減少にあっても、人口密度を維持し、生活サービスやコミュニティが持続
的に確保されるよう誘導すべき区域を設定する。
これまでの上越市のまちの成り立ちを踏まえながら、居住誘導区域の緩やかな集
約を目指す。

面（コンパクト）

線（ネットワーク）

まちなか居住・基盤整備

居住誘導区域設定の
大きな方向

上越市都市計画マスタープラン
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居住誘導区域の設定

居住誘導区域の設定イメージ

市街化区域

居住誘導区域

鉄道駅から800m圏域

・ピーク時運行本数片道3本以上の
バス停から300m圏域

・拠点間幹線道路バス停300m圏域

・昭和55年DID地区（人口集中地区）
・すでに高密度の人口集積のある区域
・都市再構築戦略事業区域

・土地区画整理事業区域
・１ｈa以上の大規模宅地開発区域
・良好な居住環境の形成を目的とした
地区計画を定めている区域

居住誘導区域から除外する区域
・災害の危険性のある区域
・工業系用途地域
・居住制限地域
・未利用地
・2ha以上のまとまりのある大規模施設用地

2ha以上の
大規模施設用地

一団の区域と
ならない

飛び地状の区域
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居住誘導区域（案）

居住誘導区域

市街化区域面積 4,468ha

居住誘導区域面積 3,305ha

市街化区域面積割合 74％

居住誘導区域内人口密度 41.1 人/ha

居住誘導区域から除外する面積

居住誘導区域から除外する区域：568ha

居住誘導区域として検討する面積：3,873ha

【居住誘導区域設定方針】

 利便性の高い地域

 拠点性の高い人口集積地域

 現況で高い人口密度を有す
る地域

 主要道路沿いで多様な移動
手段があり効率よく暮らせ
る生活基盤が整った地域

区域設定の視点 具体的な考え方

鉄道駅から800mの圏域
ピーク時運行本数片道３本以上のバ
ス停から３００mの圏域

拠点間幹線道路バス停300ｍの圏域
（公共交通政策と連携した圏域）

昭和55年ＤID地区(人口集中地区)
すでに高密度の人口集積のある 区
域（平成22年人口密度が60人/ha
以上）

土地区画整理事業区域
１ha以上の大規模宅地開発区域
良好な居住環境の形成を目的と
した地区計画を定めている地区

都市再構築戦略事業の区域
（高田・直江津地区）

 既に基盤整備が行われてい
る地域

一定水準以上の公共交通が徒歩で
利用できる区域

新たな公共投資を必要としない
居住環境が整った、将来にわ
たって居住を促進する区域

現に人口及び都市機能の集積が
あり今後ともこれらの集積を生
かして居住を推進する区域

面（コンパクト）

線（ネットワーク）

基盤整備

居住に適した区域の考え方

まちなか居住・再生に向けた事
業を計画・実施している区域

まちなか居住

居住に適さない地域

■工業系用途地域

■災害の危険性のある地域

■居住制限地域

■未利用地

用途地域のうち、将来的な住宅地
等の開発が見込まれない区域

区域設定の視点 具体的な考え方

特別用途地区、地区計画のうち条
例により住宅の建築が制限されて
いる区域

工業専用地域
工業地域
臨港地区

条例は制定していないが、地区計
画により居住を制限している地区

過去に住宅地化を進めたものの居
住の集積が実現せず、空地等が散
在している区域

将来宅地化の見込みのない2ha以
上の未利用地

災害防止の観点から、含めるべき
ではない区域

土砂災害特別警戒区域

 2ha以上のまとまりのある大規模
施設用地（工場、倉庫、防衛施設
用地、処理場等）

■大規模施設用地

工場、倉庫、防衛施設用地などの
日常生活サービスに寄与しない大
規模施設用地

区域種別
面積
（ha）

土砂災害特別警戒区域 0.58

工業専用地域 238.83

工業地域 131.66

臨港地域 58.73

地区計画により居住を制
限している区域

11.78

2ha以上のまとまりのある
大規模施設用地

52.16

将来宅地化の見込みのな
い２ha以上の未利用地

8.03

一団の区域とならない飛
び地状の区域

66.14

合計 567.8



都市機能誘導区域の方向性

点（暮らしを支える拠点の構築）

都市機能誘導区域設定の
大きな方向

上越市都市計画マスタープラン

都市機能誘導区域の方向性

医療・福祉・商業等の都市機能を都市拠点や地域拠点等に誘導・集約
することにより、各種サービスの効率的な提供を図る区域を設定する。
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（１）都市計画マスタープランを踏まえた立地適正化計画の拠点の位置づけ

 都市計画マスタープランにおいては、都市・生活サービスが受けられる暮らしやすいまちを形成す
るため、各地区の拠点機能に応じて以下のような分類がなされている。

 ６拠点を立地適正化計画の拠点と位置付ける

 直江津地区、春日山駅周辺地区、高田地区、大
潟区総合事務所周辺地区、上越妙高駅周辺地
区、上越インターチェンジ周辺地区

都市機能誘導区域の方向性

直江津地区

春日山駅周辺地区

高田地区

大潟区総合事務
所周辺地区

上越インターチェ
ンジ周辺地区

上越妙高駅周辺地区
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【STEPⅠ】都市機能誘導区域の基本となる範囲の確認
 鉄道駅等、拠点となる中心から徒歩圏である半径800ｍの範囲

【STEPⅢ】都市機能誘導区域の設定
 上記STEPⅡの範囲を包含し、明確な地形地物等を区域界

として設定
【地形地物等の優先順位】

①河川・鉄道（明確な分断線）
②用途界（建物用途を制限）
③都市計画道路（都市の骨格を作る道路）
④その他の道水路等

都市機能誘導区域の設定

（２）上越市における都市機能誘導区域設定の考え方

【STEPⅡ】高次都市施設の配置や商業系用途等から
都市機能誘導区域の概ねの範囲を設定

 高次都市施設、個性を活かした施設、商業系用途地域等の配置
を確認し、都市機能誘導区域の概ねの範囲を設定

医療、福祉、商業、教育、
公益施設の立地を併せて
確認

高次都市施設

個性を活かした施設

商業系用途地域

都市機能誘導区域の
概ねの範囲

徒歩圏半径800ｍ圏外
は、ピーク時３本以上
のバス圏域内であるこ
とを併せて確認

※高次都市施設・・・広域地域を対象にした一定の拠点性を持った施設（総合病院等）
個性を活かした施設・・・各拠点の特性を活かした個性的な施設（水族博物館等）

区域界に隣接して、公
共施設が立地している
場合は、その施設も包
含
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都市機能誘導区域（案）

STEPⅠ

鉄道駅や運行頻度の高いバス停の徒歩圏域

鉄道駅800m圏

ピーク時3本以上の

バス停300m圏

拠点間幹線道路の

バス停300m圏

市街化区域

STEPⅡ
拠点800ｍ圏域

個性を活かした施設

都市計画道路（未整備含む）

雁木のある道路

高次都市機能施設

１級水系河川

凡 例

近隣商業地域

商業地域

都市機能誘導区域案
STEPⅢ

【都市拠点】直江津地区

都市機能誘導区域の
概ねの範囲
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都市機能誘導区域（案）

STEP1 STEP2

STEP3

拠点800ｍ圏域

鉄道駅800m圏

ピーク時3本以上の

バス停300m圏

拠点間幹線道路の

バス停300m圏

市街化区域

個性を活かした施設

都市計画道路（未整備含む）

雁木のある道路

高次都市機能施設

１級水系河川

凡 例

近隣商業地域

商業地域

都市機能誘導区域案鉄道駅や運行頻度の高いバス停の徒歩圏域

【都市拠点】春日山駅周辺地区

都市機能誘導区域の
概ねの範囲
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都市機能誘導区域（案）

STEPⅠ STEPⅡ STEPⅢ

鉄道駅800m圏

ピーク時3本以上の

バス停300m圏

拠点間幹線道路の

バス停300m圏

市街化区域

STEPⅡ´

個性を活かした施設

都市計画道路（未整備含む）

雁木のある道路

高次都市機能施設

１級水系河川

凡 例

近隣商業地域

商業地域

都市機能誘導区域案

鉄道駅や運行頻度の高いバス停の徒歩圏域

拠点800ｍ圏域

【都市拠点】高田地区

都市機能誘導区域の
概ねの範囲


